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いて説明し、スムーズな開催運営を目指している。また、補助金の事前支給については、要望があれ

ば仮払い等で対応することにしている。 
また、「補助金の対象となる経費」や補助金申請の前提となる「参加者名簿の提出」等の補助金申

請手続きについても検討を行っている。 
⑥科学研究費補助金および研究助成団体などへの研究助成の応募とその採択状況 

【現状の説明】 

研究助成団体への研究助成については、公募があったときに研究振興課のホームページに随時掲載

しているが、応募は年間数件である。 
科学研究費補助金の採択状況は以下のとおりである。 
年度 区分 応募件数 採択件数 新規採択率 

平成 17 

新 規 305 39 

12.8 
継 続 64 65 

計 369 104 

採択金額（千円） -  229,000 

平成 18  

新 規 319 46 

14.4 
継 続 57 62 

計 376 108 

採択金額（千円） -  249,780 

平成 19  

新 規 322 46 

14.2 
継 続 65 66 

計 387 112 

採択金額（千円） -  211,961 

※新規採択率＝新規採択件数÷新規応募件数 

※応募件数より採択件数が増えている理由は、他機関からの研究者の転入による。 

【点検・評価】 
科学研究費補助金（以下、「科研費」という。）新規採択率の全国平均 20%代に比べ、本学の採択率

はかなり低率である。また、約 1,000 人の研究者に比して、応募率 40%弱というのも、総合大学とし

ては尐なすぎる。 

応募者が尐ない理由として、文系学部の研究者も多く、科研費への意欲の薄さがあげられる。また、

研究振興課の情宣活動・ＰＲ不足も一因であり、ホームページも分かりにくいなど、活用方法にも問

題がある。 

研究助成についても、研究推進部の掲示やホームページでの情報提供のみで、後は研究者の判断に

委ねている程度である。今後は、産学官連携センターと、開設予定の知的財産センターのホームペー

ジにもリンクさせるなど、情宣方法を検討する。 

【改革・改善策】 
 科研費を含めた外部資金導入については、大学の方針として提示されている。ところが、外部資金

獲得者に対する優遇措置はなされていない。外部資金を獲得するほどに研究者の事務手続きや処理量

も増え、研究に割く時間が制限されていくとの不満も聞こえる。 
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 今後検討すべき課題は、研究者の研究環境をいかに向上・発展させていくべきかである。近年の外

部資金の多くは、大学で自由に研究等のために使用できる「間接経費」が付けられている。使途は多

岐にわたるが、アルバイトの人件費、共通的機器備品の購入、あるいは研究意欲向上のためのインセ

ンティブ費用等、間接経費の有効活用について検討する。 

 また、科研費の採択率は、経常費補助金の算定基礎となり、グローバル COEの審査対象にもなるな

ど、公的補助金獲得には不可欠な要素である。 

 そのために、以下のような対策を講じる。 

・ 特に若手研究者を対象に、科研費に関する知識拡大・意識向上のため、説明会というより勉強

会を定期的に開き、情報交換を行う。 

・ ホームページを情報提供のワンストップ的な機能として充実させ、科研費に関する相談窓口の

一手段として展開させる。 

・ 科研費の審査委員あるいは採択の経験者を外部から招き、より実践的な説明会を行う。 
⑦付置研究所 
【現状の説明】 
 本学の総合大学としての特色を活かし、社会との連携のもとに、社会科学および理・工・医・薬学

分野の学際的研究・開発を行うことにより、基礎研究および先端科学・技術並びに人類社会の発展に

寄与することを目的に現在、6つの研究所が設置されている。 

 これら付置研究所のうち、環境科学技術研究所を除く５研究所は、文部科学省の私立大学学術研究

高度化推進事業として選定された研究機関である。 

 平成 9年に開設した資源循環・環境制御システム研究所および分子腫瘍学センターは、平成 18年

度に文部科学省の二期 10年間の補助事業は終了したが、研究は継続しており、さらなる発展を目指

した研究を展開している。 

文部科学省による研究成果に係る事後評価は、資源循環・環境制御システム研究所「Ａ」「Ａ」、分

子腫瘍学センター「Ａ」「Ｂ」の高い評価を得ている。 

 両研究所ともに研究の次なるステップの申請準備のため、平成 19年度は、日本私立学校振興・共

済事業団の経常費補助金特別補助「研究施設」で補助を受けることとなった。 

平成 20年度は文部科学省の「私立大学学術研究高度化推進事業」への申請のため、両研究所は「福

岡大学研究機関の研究評価に関する規程」に基づき、評価と審査を受けた。資源循環・環境制御シス

テム研究所は、名称はそのままにして、人材育成を含めた国際的な研究の展開、分子腫瘍学センター

は現有の施設を一部改造し、「先端分子医学研究センター」として、癌・生活習慣病等の新たな治療

法の研究プロジェクトを組織したものである。 

審議の結果、いずれの研究内容も高い評価を受けていたが、一番高い評点を獲得した先端分子医学

研究センターを学内採択、資源循環・環境制御システム研究所は次回へ見送りとなった。 

高機能物質研究所、都市空間情報行動研究所の 2研究所は平成 12年度に開設、平成 17年度から第

二期 3年間の研究が再スタート、平成 19年度で補助事業は終了する。文部科学省による研究成果に

係る事後評価は、高機能物質研究所「Ａ」「Ｂ」、都市空間情報行動研究所「Ａ」「Ａ」と、こちらも

高い評価である。 

 高機能物質研究所は、平成 20年度の申請に向けて上述の研究評価と審査を受けたが、審議結果は

学内不採択で、次回へ見送りとなった。 
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 都市空間情報行動研究所は、平成 21年度申請準備のため、「研究施設」での経常費補助金申請を了

承されている。 

てんかん分子病態研究センターは、平成 18年度に開設された。医学部、薬学部、理学部を有する

本学の利点を活かし、てんかんに関する研究拠点を目指している。開設してまだ二年足らずであり、

研究成果はこれからである。 

環境科学技術研究所は、文部科学省からの補助ではなく、学外からの研究助成寄付金、共同研究費

によって研究を行う機関として、平成 12年度に設置され、資源循環・環境制御システム研究所と組

み合わされた研究展開を行っており、特に、酸化チタンに特化された研究は着実に進行している。 

【点検・評価】 
 各研究所は、設立理念の基に研究を遂行し、目標に応じた成果をあげており、文部科学省からも高

い評価を受けている。 
 一方、付置研究所の設立要件として当初、文部科学省の二期の補助期間終了後は自前で外部資金を

獲得し自立することが前提であったが、実際に終了年を迎えると、さまざまな問題点が出てきた。例

えば、営々と実績・研究成果を築いてきた研究所を、外部資金による運営ができないという理由で直

ちに廃止することが本学の利益に叶うのか、また、今までの研究をさらに発展・拡大させ、文部科学

省へ新たに申請する準備期間の存続要望も出てきた。 
これらの対策として、資源循環・環境制御システム研究所、分子腫瘍学センターは、次なるステッ

プへの準備期間中は、日本私立学校振興・共済事業団の経常費補助金特別補助「研究施設」にて補助

申請することとした。 
今後、他の研究所も同様な対策が行われると考えるが、この対策は一過性のものであり、原則自立

を目指した研究所の在り方を根本的に検討する。 
【改革・改善策】 
 研究所の在り方、研究所数、予算等、今後、本学が設置する研究所について検討を要する。また、

付置研究所を通して、本学の情報をどのように発信させていくかについて検討する。 

 現在、本学は容積率等の問題を抱えており、新しい建物を建設することは困難な状態であり、新規

の付置研究所の設置についても建物を確保することが困難な状態である。なお、高機能物質研究所、

都市空間情報行動研究所、てんかん分子病態研究センターは、建物内の一室に研究所を開設している。

そのため、今後は、学外の建物・施設を借用し、研究所として展開していく方法も講じなければなら

ない。 

また、より一層研究を全学的に総合評価し、大学全体の研究として捉えていくことが、総合大学と

しての利点・長所を格段に生かすことになる。グローバル COE等の大型プロジェクトはそのような組

織・構想であり、一研究所ではなく、総合的な研究所としての展開を図る。 

 
（２）研究上の成果の公表、発信・受信等 

【現状の説明】 

①研究成果の公表 
(a)論叢・紀要 

専任教育職員の研究成果を学部別に編集し、発表する学術刊行物を論叢・紀要・集報・研究などの 
誌名でそれぞれ、年 1～4回発行している。各学部の研究成果を発表する論叢等は、その学部の研究 
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を目指した研究所の在り方を根本的に検討する。 
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 研究所の在り方、研究所数、予算等、今後、本学が設置する研究所について検討を要する。また、
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学の知的財産をいかに企業や社会へ発信し、社会貢献ができるよう、ホームページなどを活用し、大

学および研究者情報をＰＲしていく。 
③特許・技術移転を促進する体制の整備・推進状況 
【現状の説明】 
「教育」「研究」に加え、「社会貢献」が大学の第 3の使命として重要性を増す中、本学では「知的

リソース」を社会に還元することが大学の社会的貢献として必要であり、さらに企業の知恵、情報に

本学の研究成果や知的リソースを組み合わせ、再び地域企業に還元する「知識循環」の産学官連携モ

デルの構築を目指している。 

そのため「知的財産戦略」と「産学官連携の推進」を一元的に行う目的で平成 18年４月に学長を

本部長とする「産学官連携推進本部」を設置し、本部直轄の組織として「産学官連携センター」を設

置した。現在、「知的財産センター（仮称）」の整備に向けて取り組んでいる。知財管理が十分でない

中では、企業も安心して共同研究等を進めていくことは難しいため、本学では知財管理を一体的に進

めていくことで地方大学にしかできない社会貢献を図り、地域企業と大学が「Win-Win」の関係を作

ることが重要と考えている。 

なお、本学では平成 16年 4月に発明規程を制定し施行した。平成 17年度からは知的財産アドバイ

ザーの派遣を受け「大学内の知的財産管理部門構築」「知的財産管理業務」「知的財産活用業務」など

に対して専門的な助言・指導を受けている。 

出願状況・登録状況は下記のとおりである。 

学部 
  出願件数     登録件数   

平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 

理 0 1 1 0 0 0 

工 2 3 5 0 0 0 

医 0 7 5 0 1 1 

薬 2 0 3 0 0 0 

スポーツ科 0 2 0 0 1 0 

計 4 13 14 0 2 1 

【点検・評価】 
本学の規模から知的財産を扱うにあたり、点検・評価の結果、下記項目について注力する必要があ

る。 

(a)知的財産管理部門の構築 

 知財管理部門の体制整備が緊急課題である。具体的には、「知的財産センター」整備の前段階にあ

たる知的財産管理の基本方針の策定、発明委員会や発明規程等の適切な運用について整備を行ってい

る。しかし、本学だけでは進捗が難しい課題が残っているため、現在、特許庁から派遣された知的財

産アドバイザーの支援・指導を受け、知的財産ポリシー策定ワーキンググループを発足させ、知財ポ

リシーの検討に着手、年度内の策定を進めている。 
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学の知的財産をいかに企業や社会へ発信し、社会貢献ができるよう、ホームページなどを活用し、大

学および研究者情報をＰＲしていく。 
③特許・技術移転を促進する体制の整備・推進状況 
【現状の説明】 
「教育」「研究」に加え、「社会貢献」が大学の第 3の使命として重要性を増す中、本学では「知的

リソース」を社会に還元することが大学の社会的貢献として必要であり、さらに企業の知恵、情報に

本学の研究成果や知的リソースを組み合わせ、再び地域企業に還元する「知識循環」の産学官連携モ

デルの構築を目指している。 

そのため「知的財産戦略」と「産学官連携の推進」を一元的に行う目的で平成 18年４月に学長を

本部長とする「産学官連携推進本部」を設置し、本部直轄の組織として「産学官連携センター」を設

置した。現在、「知的財産センター（仮称）」の整備に向けて取り組んでいる。知財管理が十分でない

中では、企業も安心して共同研究等を進めていくことは難しいため、本学では知財管理を一体的に進

めていくことで地方大学にしかできない社会貢献を図り、地域企業と大学が「Win-Win」の関係を作

ることが重要と考えている。 

なお、本学では平成 16年 4月に発明規程を制定し施行した。平成 17年度からは知的財産アドバイ

ザーの派遣を受け「大学内の知的財産管理部門構築」「知的財産管理業務」「知的財産活用業務」など

に対して専門的な助言・指導を受けている。 

出願状況・登録状況は下記のとおりである。 

学部 
  出願件数     登録件数   

平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 

理 0 1 1 0 0 0 

工 2 3 5 0 0 0 

医 0 7 5 0 1 1 

薬 2 0 3 0 0 0 

スポーツ科 0 2 0 0 1 0 

計 4 13 14 0 2 1 

【点検・評価】 
本学の規模から知的財産を扱うにあたり、点検・評価の結果、下記項目について注力する必要があ

る。 

(a)知的財産管理部門の構築 

 知財管理部門の体制整備が緊急課題である。具体的には、「知的財産センター」整備の前段階にあ

たる知的財産管理の基本方針の策定、発明委員会や発明規程等の適切な運用について整備を行ってい

る。しかし、本学だけでは進捗が難しい課題が残っているため、現在、特許庁から派遣された知的財

産アドバイザーの支援・指導を受け、知的財産ポリシー策定ワーキンググループを発足させ、知財ポ

リシーの検討に着手、年度内の策定を進めている。 
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